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法教育としての消費者教育の可能性
























3 法教育についてのカリキュラムの一例としては､橋本康弘 ･野坂佳生編著 T･.汰 .-を教える一身近な題材で基礎基本を授業
するJ (明治図番､2006)､大杉昭英 r法教育実践の指導テキス ト=(明治図書､2006)がある｡





























5 法教育研究会は､2003年 7月29日法務省に設置され､L6回に亘る会議の結果､2004年11月4日 ｢わが国における法教育の
普及 ･発展を目指して一新たな時代の自由かつ公正な社会の担い手をはぐくむために-｣と題する報告書を捷出してその
任を終え､法教育推進協譲会に引き継がれた｡
b法教育研究会 rはじめての法教育-技が国における法教育の普及 ･発展を目指して-J76-97頁 (ぎょうせい､2005).






























8 司法制度改革審議会 r司法制度改革審議会意見香-21世紀の日本を支える司法制度- ｣3頁 (2001)0




































(む思考力 .判断力 ･表現力等をはぐくtTため､基礎的 ･基本的な知識 ･技能の習得とともに､知識 ･技能を所用する学習
活動を発達段階に応じて充実させるO(9基礎的 ･基本的な知誰 ･技能の習得とともに､活用する学習の充実のため授業時






























































































であることの理解を通じて､憲法と民法が相互にその理念が高めあうことができ､正義 ･公正 .自由 ･














進協議会は､2007年 5月)7日協議の状況を ｢法推進協議会の協議状況について｣と選して ｢経済､政治､倫理的内容を扱
う教育との関係を踏まえた法教育｣にって､｢私法分野における法教育｣についてと､今後の活動の基本的方向を示したo
法教育推進協議会ホームページ (htp′/www.moJ.gO.JP/KANBOU/HOUKYO/kyouglkal/JyOukyoupdl)､佐々木宗啓 ･大
































































31今井光映 ･中原秀樹編 r消費者教育論』75頁 (有斐閣､1994)0

































1L内閣府国民生活局 rハンドブック消費者2007 6頁 (2007)0
12消費者基本計画が目指す消費者政策の基本的方向は①消費者の安全 安心の確保,Gi)消費者の自立のための基盤転借､Gl険






































大項目 小 項 目 大 文 字 表 記 備考
育国普院Jl 消費者としての私たちと経 増えた消費者問題 消費者問題 契約 .悪質商法に
消費者の権利 消費者の権利 .消費者保護基本法 .消費者基本
済 法 ついて
消費者の権利を守るしくみ PL法 .クーリングオフ制度 .消費者契約法
こんなときど ①マルチ商法でだまされた ②クレジットカー ドを使いすぎた
うする? (参インターネットで高額の請求を受けた
山川 消費者問題と保護｣" 消費者問題 クーリングオフの
消費者保護 消費者保護基本法 .PL法 .クーリングオフ制
出版社 皮 .消費者契約法 .消費生活協同組合 書き方 .消費者問題年表消費者の社会的賓任 消費者教育 .グリーンコンシューマー
柄 経済活動に参加する責任 消費者主権 消費者主権 企業が責任を間わの保護 保護基本法 .PL法 .クーリングオフ制
原書店実数出 皮 れた事件
企業 .政府 .消費者の責任 企業の責任 .政府の責任 .自己責任
■消管者問題 ひろがる消費者問題 クーリングオフ制度 .多重債務 と自己破産 消費者問題年表 .自己破産件数の推
消費者運動 商品テス ト運動 .生活協同組合運動 .産直運動
企業の責任 と消費者行 ケネディ大統領 .4つの権利 .消費者保護基本
版 政 法 .消費者主権 .消費生活センター .PL法 .消費者契約法 移
清水普醍企業と私たち一人ひとりの ぼくはもつと生きたい (薬害エイズ) 消費者問題年表
消費者間題の発生と行 消費者保護基本法 .消費生活セ ンター .PL




育 消費者の保護と企業 責任 かしこい消費者になろつ キャッシュレス時代 . (苦情が多い問題商法) 問題商法と消費者保護制度企業の社会的責任 と消 消費者主権 .消費者運動 .生活協同組合運動 .
壁 費者行政 企業の社会的責任 .消費者保護基本法 .消貿者
基本法
東京香籍自立した消費者への道 消費者主権 消費者主権 .カー ド社会 .キャッシュレス社会 消費者問題年表 .問蓮商法マーク
消費者間題の発生と消費者運動 消費者団体 .消費者運動 .消費者の4つの権利
行政側の対応1 消費者基本法 .クーリングオフ制度 .PL法 .契約
(帝国書院 r高校生の新現代社会一共に生きる社会を目指して 初訂版｣88-91頁､山川出版社 F新版 現代社会｣
94-95頁､桐原書店 F新現代社会 改訂版J 108-109頁､実教出版 r新版 現代社会j92-93頁､清水書院 r高































































































の6つのUnltと44のChapterからなる.江口勇治編 T世界の法教育J 26-29頁 (現代人文社､2003)0



























































































を確認し､自由 ･責任 ･正義 ･公平 ･適止手続といった法教育が求める基本的価値を体得させるもの
となる｡
消費者教育は､消費者であると同時に生活しやすい社会を自ら形成する社会の成員であることを市
民や学生に理解してもらうものでなくてはならないOそのために消費者は､保護の対象ではなく権利
の主体であることを認識する必要がある｡実際､1968年制定された ｢消費者保護基本法｣が2004年 ｢消
費者基本法_｣へと改正された｡この改正に伴い消費者は保護の対象から権利の主体-と位置づけが転
換され､消費者行政も ｢保護｣から ｢自立支援｣-と変更されている｡しかし､現在実施されている
｢消費者教育｣や啓発活動は､消費者を保護の対象として行われているものが未だ多いため､消費者
自身保護される存在であるという認識が強く､自律的な消費者となるに至っていない現状がある｡｢法
教育研究会｣が示した教材も ｢私法と消費者保護｣という単元で設定されている｡このような単元名
で設定されてしまった場合は､消費者は受動的な保護される存在と観念されてしまう｡消費者教育が､
権利意識と責任感覚の双方を身につけた個人という理念を育む重要な事例となるためには､消費者を
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保護の対象とするのではなく､権利の主体として自律した消費者を育成する教育であることが必要で
ある｡このような教育が法教育の目標でもある ｢生きる力｣を身に付けた ｢自律的個人｣の育成に繋
がる｡そのためには､消費者は権利の主体であるという視点が必要である｡
人が一個人として共同社会において自律して生きていくためには､他者との関係を無視することは
できない｡憲法の基本原理である個人の尊重を実現するためには､他者の尊重も必要であることを認
識することができ､それを市民や学生が考えることができる教育が (法の観点)を持った消費者教育
といえるのではないだろうか｡今求められている lこの国のかたち｣は､多様な考え方や生き方を尊
重しながら､共に協力して生きていくことのできる社会と考えるならば､(法の観点)を持った消費
者教育が法教育として実施されることが必要であると思う｡
今後の課題
法教育は､法務省と文部科学省との連携によって始まったばかりで､現在､法教育推進協議会では､
私法の分野の教育内容について議論が続いている｡法教育が､学校現場で定着し実施されていくため
には､法教育を誰が実施するかという大きな課題がある｡法教育の担い手としてまず考えられるのが
学校現場の教員であるoLかし､現在の学校現場において法教育が実施できる教員は僅かしかいないO
今後､法教育が本格的に実施されていくためには､法教育を行うことができる数月の育成が必要とな
る､そのためには､大学の教育学部と法学部の連携が必要であるO 両学部が連携をとることで､法教
育を行うことができる教員を育成することが可能であると考える｡
また､岡山大学法学部は､平成19年岡山法教育研究会を設立し､法学部､教育学部､学校､更に弁
護士会と連携をとりながら､法教育の必要とされるあり方を模索している｡岡山大学法学部の取組み
として法学部の学生を教育現場に法教育を実施する際の教員のサポート役として派遣する方途が検討
されている｡このような法教育の担い手についての考察は､今後の筆者の研究課題としたい｡動き始
めた法教育が充実した教育になるためには､現場の教員をサポートする大学や法曹三者をはじめとす
る専門家とのネットワークが欠かせないO
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